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韓 国 船 員 法
志 津 田 氏 治
1 総 説
 韓国の船員法は,1962年(昭 和37)の1月10日,法 律936号 で制定 された ものである。
その後,必 要に応 じて,1966年(昭 和47),1973年(昭 和48)に 改正を受けている。韓国船
員法の著 しい特徴 としては,第 一に,商 法典中に位置付けをしないで,船 員法という独立 し
た一個の単行法として,立 法化を試みていることであろ う。 この点で は,我 が国の船員法
(昭和22法100)と 同様であり,商 法典中に明文を設ける中華民国,ホ ンコン,シ ンガポール
などと立法形式を異にしている。船員法は,後 述するように,船 員の保護 という社会法的な
性格を有 しているところからも,後 者よりも前者の立法形式が適切であるといえよう。次に,
韓国船員法では,第1条 に,本 法の目的を明記 していることが特色である。すなわち,『 こ
の法律はr船 員の職務 と規律を確立することにより,船 内の秩序を維持 し,及 び船員の勤労
条件を設定することにより,船 員の基本的性格を保障 し,向 上させることを目的とする』旨
を明示 している。法律に立法目的を掲げる風潮は,我 が国のみならず,韓 国でも見 られる現
象である。例えば,韓 国の道路交通法(1961.法941),出 入国管理法(1977.法3044)な どが
これであろう。いうまでもなく,立 法における目的規定は,そ の法令の達成 しようとす る目
的を推測 し,理 解することができるようにするとともに,そ の法令の条文解釈の一つの指針
としての役割を果たさせようとする趣旨でおかれるものである。
 韓国船員法の構成 としては,以 下のようになっている。すなわち,第1章 総則,第2章 船
長の職務および権限,第3章 規律,第4章 労働条件および労働契約,第5章 給料その他の報
酬,第6章 労働時間および休 日および定員,第7章 有給休暇,第8章 食料および衛生,第9
章年少船員および女子船員,第10章 災害補償,第11章 就業規則,第12章 監督,第13章 補
則,第14章 罰則となり,全 文142条 からなっている。これ らのうち,第2章 および第3章
は,船 舶共同体の安全と秩序の確保に関するもので,船 舶航行 の安全確保という社会的要請
にもとつ くものである。この意味か らすると,船 員法は,海 上交通安全法としての性格を一




※ 韓 国船員法の公布 ・施行 にともない,1943年3月28日 法令第Af号 『朝鮮船員 令』 は廃 止 され
 ることにな った。 なお,韓 国船員法6条 では,労 働委員会法第3条 第2項 の規定 によ り,特 別 労
 働委 員会 として,交 通部長官管理下 に船員労働委員会 を設置 する ことにな ってい る。船員労働 委
 員会の設 立お よびその名称,位 置,管 轄区域 所轄事務 な らびにその他船員 労働委 員会 に関 して
 必要 な事項 は,大 統領令で定 めると して いる。 この法律 に もとついて,韓 国で は,『 船員 労働 委
 員会規定』(1969年12月12日 公布)が 制定 されてい る。全 文10箇 条 よ りな る。 韓国 全土 に9
 つの船員労働委員会 が設置 されている。すなわち,仁 川船員労働委員会,群 山船員労働委員会,
 木浦船員労働委員会,麗 水船員労働委員 会,馬 山船員労働委員会,釜 山船員労働委員会,浦 項船
 員労働委員会,墨 湖船 員労働委員会,済 州船員労働委員会な どが ある。韓国船員法 の文献 として
 は,日 本海法会 『シンガポール ・韓 国船 員労働関係法令集』(外 国法制資料3)昭 和52年 刊 。 ま
 た,韓 国 の船舶職員 について は,海 事 産業研究所編 「外国船舶職員関係法規』 一 韓 国 ・中国 ・
 台湾一 昭和62年 刊 。
II各 説
1 乗船契約と船員保護
 (1)雇 入契約 と労働条件
 労働条件 は,船 員と船舶所有者が同等な地位で,自 由な意思によって決定することを要 し
(韓船員30,日 労基21),し かも船員および船舶所有者 は,団 体協約,就 業規則および雇入
契約を尊重すると同時に各自が誠実に履行する義務を有することを定めている(韓 船員31,
日労基2■)。 なお,労 働条件の決定に際 しては,船 員法に定めた基準に達す ることを要 し,
この基準に達 しない部分については無効である。この場合,無 効部分については,船 員法で
定めた基準に達す る労働条件を定あたものとみな している(韓 船員37,日 船員31)。
 (2)一 定年令以下の雇入および使用の禁止
 @未 成年者が船員となるには,法 定代理人の同意を得なければならない(韓 船員91,韓 民
5,日 船員841)。 しかも,同 意を受けた者 は,雇 入契約に関 しては,成 年者と同一 の能力 を
有す るのである(韓 船員911,日 船員84∬)。 ⑤ また,原 則として船舶所有者 は,15歳 未満
の者および女子を船員 として使用す ることを禁 じている(韓 船員921,日 船員851)。 ◎ な
お,船 舶所有者は,18歳 未満の者を石炭の運搬作業に従事 させ,ま たは火夫 として使用す
ることができない(韓 船員9211,日 船員 1)。 もしも,18歳 未満の者を船員 として使用す
るときは,そ の者の船員手帳に海運官庁の認証 を受けなければならない(韓 船員92皿,日 船
員85皿)。
 (3)夜 間作業の禁止
 船舶所有者 は,海 運官庁の認可がない限 り,18歳 未満の船員を午後8時 か ら翌日の午前5
時までの間,作 業 に従事させてはならない。かっ休日勤務に従事させてはならない(韓 船員
93,日 船員88)。
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 (4)労 働条件の明示 ・記載および提示
 船舶所有者は,雇 入契約の維持において,船 員に対する給料,労 働時聞その他の労働条件
を明示 しなければならない。雇入契約の変更に際 して も同様である(韓 船員38,日 船員32)。
そして,雇 入契約が成立 したときには,船 長は,そ の労働条件を船舶名簿に記載 し,こ れを
船員に明示することになっている。契約変更のときも同様である(韓 船員42,日 船員36)。
 ⑤ 違約予定の禁止
 船舶所有者は,雇 入契約の不履行にっいて違約金を定め,ま たは損害賠償額を予定する契
約を締結することができない(韓 船員39,日 船員33)。 これは,自 己の意思に反 して,労 働 を
強制させる幣害を防止するのが目的である。
 (6)強 制預金の禁止および相殺の制限
 船員は,雇 入契約に付随 して,強 制貯蓄または貯蓄金の管理を規定する契約を締結するこ
とができない(韓 船員401,日 船員3411)。 なお,船 舶所有者は,原 則 と して船員に対する
債権と給料支払の債務 とを相殺 してはならない(韓 船員41.1,日 船員35)。 ただ し,相 殺 の
額が3分 の1を 超えないときおよび船員の犯罪行為による損害賠償請求権をもってするとき
は,こ の限りではない(韓 船員41但,日 船員35但)。
 (7)均 等処遇の原則
 船舶所有者 は,船 員に対 して,信 仰または社会的身分を理由に,労 働条件に関する差別的
な処遇をすることができない(韓 船員32,韓 憲10,日 労基3)。
 (8)中 間搾取の排除
 何人も法律によるのではなく,営 利で船員の就業に介入 し,ま たは中聞人 として利益を取
得することができない(韓 船員35,日 労基6)。
 ⑨ 公民権行使の保証
 船舶所有者 は,現 在航行中の船舶に乗船する船員以外の船員が,勤 務時間中に選挙権その
他の公民権の行使,ま たは公の職務を執行するために,必 要な時間を請求するときは拒否す
ることができない。ただし,そ の権利行使または公の職務を執行するのに支障がない限 り,
請求 した時刻を変更することができる(韓 船員36,日 労基7)。
 ⑩ 強制労働の禁止
 船舶所有者は,暴 行,監 禁その他の精神上または身体上の自由を不当に拘束する手段によ
り,船 員の自由意思に反する労働を強要することができない(韓 船員33,日 労基5)。
 ⑪ 暴 行 の 禁 止
 船舶所有者は,事 故発生その他いかなる理由によって も,船 員に暴行,殴 打行為をしては
ならない(韓 船員34)。
※ シンガポーJV法(1970年 商船法)で は,14歳 以下 の児童 は,同 一家族 の みが従事 す る船 舶 を
 除 く船舶 において使用 され,ま たは仕事を して はな らない旨を定 める。その違反 には,罰 則 的 な
制裁 がある(33条)。 なお,オ ース トラ リア法(1912年 航海及 び海運 に関す る法律)で も,何 人
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も監督官 が15歳 に達 して いると認 めた者 で ない限 り,海 上勤務 に従事 す る こ とを 禁 じて い る
(40条A1)。 また,18歳 に達 した者で ない限 り,火 夫,石 炭夫 と して雇 い入 れ て はな らな い 旨
定 めてい・る(40条A2)。 海事産業研究所編 『外国 の船員関係法規』一 フ ィリピン ・シンガポー
ル編一 昭和58年 刊。
2 公認と乗船契約
 (1)公 認の申請 ・審査
 海上労働の特殊性にもとついて,船 長は,乗 船契約の成立,終 了,更 新または変更があっ
たときは,交 通部令の定めるところにより,即 時に、海員名簿を海運官庁に提出して,そ の
乗船契約の公認を申請 しなければならない(韓 船員431,日 船員37)。 もとよ り船長が公認
を申請す ることができないときは,船 舶所有者が船長に代わって公認を申請することを要す
る(韓 船員4311,日 船員37TI)。 また海運官庁は,乗 船契約の公認申請があった ときには,
その乗船契約が航海の安全または船員の労働関係に関す る法令の規定に対する違反の可否お
よび当事者の合議の可否を審査 しなければならない(韓 船員44,日 船員38)。 公認の意義 ・効
力に関してであるが,公 認 とは公の権威をもって,一 定の法律関係なり法律事実を認定する
ことである。ここでいう乗船契約の公認 とは,国 家が海員の乗船契約の成立 ・終了 ・更新ま
たは変更を確認する行政法上の公証行為である。この公認制度 は,今 日多数の国家間に認め
られるところであるが,そ の目的 とす るところは,船 員の労働保護 という社会政策的理由に
よるものである。 しかし,近 時は海員の国籍 ・身分などを明確 にし,行 政上の取締を意図 し
ていることも注意すべきであろう。行政通達によれば,『公認の目的は,第38条 に明記す る
通 り,人 的航海安全 と労働保護を意図するのもである』(昭和23・2・4海(こ)員基第10号)と し
ている。
 ところで問題となるのは,雇 入契約(乗 船契約)を 行政官庁が審査をする公認行為 の法的
な効力に関 しては;学 説の分かれるところである。まず第1説 として,『 船舶権力付与説』
がある。すなわちこの説 は,公 認 は船員法上必要な手続きにして,公 認をもって船長に対 し
て,船 員法上の強制力,つ まり船舶権力を付与するものと解釈する見解である。次に第2説
として,『認可効力説』がある。この説によれば,乗 船契約の公認 は,あ くまで も行政官庁
の認可であり,乗 船契約それ自体 は公認がなくて も成立するが,公 認がなければ,乗 船契約
の効力は発生 ・消滅 しないものとする見解である。最後に第3説 として,『証明説』がある。
この説は,雇 入契約の存在を公に証明する行政行為(船 員たる身分の得喪を与える証明行為)
であると解す るものである。第1説,第2説 ともに,そ れぞれの難点があり,最 後の第3説
をもって通説 としている。
 (2)船 舶 自体 による終了原因
 乗船契約 は,船 員が特定の船舶で労務を提供することを約する契約であるか ら,船 舶が沈
没 ・滅失 したときまたはまったく運航に堪えられな くなったときは,契 約の履行が不能 とな
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るので,船 員法では,当 事者の意思をまたないで,当 然に終了することにしている(韓 船員
45,日 船員39)。 船員法では,船 舶の滅失 にっいて推定規定 を置 き,船 舶の存在が1か 月聞
判明 しないときは,船 舶は滅失 したものと推定することとしている(韓 船員4511,日 船員39
∬)。また,船 舶が 『まったく運航に堪えられなくなったとき』とは,い わゆる運航不能の
ことであり,物 理的な修繕不能のほかに,経 済的不能の事由発生により,船 舶所有者または
船長が航海打ち切 りの宣言をなしたときも含む と解釈すべきであろう(韓 船員777.778,日 船
員717.718)。 なお,上 記いずれの場合でも,船 員 は,人 命,船 舶 または積 み荷 の応急救助
のために,必 要な作業に従事 しなければならない。この作業終了までは,た とえ船舶が沈没
していても,乗 船契約 は,な お存続す るものとみなされる(韓 船員45皿,日 船員39皿)。
 (3)船 舶所有者 による契約解除
 船舶所有者 は,以 下の場合には,乗 船契約期間の有無を問わず,何 時でも乗船契約を解除
できる。すなわち,① 船員が職務に著 しく不適当なとき,② 船員が著 しく職務を怠 り,ま
たは職務に関 し重大な過失があったとき,③ 海員が船長の指定するときまでに乗務しなかっ
たとき,④ 海員が著 しく船内の秩序を乱すようなことをしたとき,⑤ 船員が負傷または疾
病により職務を担当できな くなったとき,⑥ その他,船 員労働委員会の認定を得た ときで
あることを明示 している(韓 船員46,日 船員40)。 ここで注意すべきことは,韓 国船員法では,
6号 で 『船員労働委員会の認定を得たとき』としているが,日 本船員法では,同 じく6号 で
『やむを得ない事由のあるとき』とやや異なった表現を していることであろう。 しか し,実
質的には同一 に判断されるべきであろう。客観的にみて,乗 船契約を存続 させ ることが不適
当かつ不合理な場合には,船 員労働委員会 は契約解除の認定を行 うであろう。本条は,い わ
ゆる例示列挙として解釈すべきでな く,限 定列挙 として理解すべきであろう。ただし,本 条
は,船 員が本条各号のいずれかに該当する理由なくして雇入契約を解除 されるのを防止す る
のが至上目的であるか らである。その意味からも,本 条 は,船 舶所有者の専断から,船 員を
保護 しようとする社会政策的な目的を根拠 とす るものであるから,本 条は強行規定 と解す る
のが通説である。したがって,.本条各号所定の解除事由にもとつかない雇入契約の解除 は無
効と解すべきである。
 (4)船 員 による契約解除
 船員は,以 下の場合 は,乗 船期間の有無を問わず,何 時でも乗船契約を解除す ることがで
きる。すなわち,① 船員が乗船契約成立時における国籍を喪失 したとき,② 乗船契約 によ
り定められた労働条件が事実 と著 しく違 ったとき,③ 船員が負傷 または疾病により職務 に
堪えられないとき,④ 船員が大統領令の定めるところによる教育を受けようとするときの4
つの事項を船員による解除原因 として列挙 している(韓 船員47,日 船員41)。 本条で問踵とな1
るのは,船 員が解除できる場合を列挙 しているが,こ の列挙事項は,船 舶所有者による解除
の列挙事項 と異なり,例 示的列挙 として解釈すべき点である。また,韓 国船員法46条6号
では,『その他,船 員労働委員会の認定を得たとき』を解除事由として定めているが,本 条
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と認定 した自己の後任者を推薦 したとき(韓 船員47∬,日 船員41),船 舶が外国の港 か らの
航海を終了 した場合,そ の船舶に乗務すべき船員が,24時 間以上 の期間 を定 めて,書 面で
乗船契約の解除を要請 したとき(韓 船員4711,日 船員41)な どである。
 (5)船 舶所有者の変更
 相続その他の包括承継の場合を除いて,船 舶所有者の変更があった場合は,乗 船契約 は終
了する(韓 船員48,日 船員43)。 相続や会社の合併のように,い わゆる包括承継によって,船
舶所有者が変更 したときには,従 前の乗船契約は終了す ることなく,そ のまま新船舶所有者
に承継される。 このことは,49条1項 の規定より推測されるところである。 しか し,船 舶
の譲渡 ・委付等などの,い わゆる単純承継によって,船 舶所有者が,変 更 した場合 には,乗
船契約は法律上当然終了す る。そこで,船 員法 は,船 舶航行の円滑 と船員の保護を図るため
に,こ のような場合には,乗 船契約終了の時から,船 員 と新船舶所有者 との間に従前と同 じ
条件の雇用があるものとみなすと定めて,法 的擬制を試みて いる(韓 船員48∬,日 船員43
11)。もちろん,こ のような乗船契約の存在を擬制す ることは,か な らず しも船員に とって
有利 とはいえないこともあるので,船 員 による乗船契約の解除も明示 している(韓 船員4811
後段,日 船員4311後 段)。
 (6)乗 船契約の延長
 乗船契約 にあたっては,海 上労務の特殊性という観点から,船 舶の沈没などの法定事由の
発生の場合の契約延長にっいては,韓 国船員法45条3項(日 船員39)に,船 舶売却などに
よる単純承継の場合の延長にっいては,同 じく韓国船員法49条(日 船員43)に,そ れぞれ
明示 されている。 このほかに,船 舶が航海中の場合または船舶が船員を補充することできな
い港に停泊 している場合に,乗 船契約が終了 したときにっいて,荷 物の陸揚げおよび上陸の
便宜を考慮 して,乗 船契約の延長を定めている(韓 船員501・H,日 船員44)。 以上のような
乗船契約の延長に関する条項 は,航 海企業の維持,航 海安全の要請および船舶運行の公共性
にかかわることか ら設けられたもので,海 上労働にみ られる特殊現象として,受 け取 ること
ができよう。
  ※ 中華民国海商法56条 によれば,雇 入契約が以下の事由により終了する旨を明示している。す
   なわち,① 船舶の沈没または失踪,② 船舶が安全航行能力を完全に喪失しているとき,③ 船舶
   が4か 月以上にわたり,消息不明のときは,失 踪とみなされる。なお,海 員は,雇 入契約が終了
   していても,船舶,人 命または貨物の緊急救助のために,必 要な作業に従事しなければならない。
   この場合には,雇 入契約は有効に継続するものと認められている。1929年 の中華民国海商法に
   は,こ の条項はみかけない。また,現 行中華民国海商法57条 では,船 舶所有者による雇入契約
   の解除事由を列挙している。すなわち,① 海員が職務遂行に不適任,② 海員が職務怠慢で船舶
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  所有者に重大な損失を与えたとき,③ 海員が船長の指定する時までに乗船しなかったとき,④
  海員が著しく船内の秩序を撹乱したとき,⑤ 海員が67条 但書の事由で負傷または疾病により職
  務を担当できなかったとき,⑥ 海員が故意に船舶設備および属具に損害を与えたときなどを明
  示している。列挙事項のなかで,⑥ の事由が韓国船員法と異なることを注意すべきである。な
  お,海 員の側からする解除事由として,以 下の点を挙げている。①船舶が国籍を喪失したとき,
  ② 雇入契約に違反があるとき,③ 海員が負傷または疾病によって職務を継続できないとき,④
  発航前に真正の目的港が隠匿され,途 中船舶がコースを変更したとき,⑤ 海員が船舶所有者ま
  たは船長の同意を得て職務を遂行するために代わりの別人を推薦したときなどを明示している。
  中華民国海商法58条 参照。西島弥太郎 「海商法』47頁,田 中誠二 『海商法詳論』210頁,石 井
  照久 『海商法』(法律学全集30)竹 井廉 『海商法』188頁,島 谷英郎 『海商法 ・保険法』(法律学
  全集22)180頁,小 町谷操三 『海商法要義』上巻224頁 。
3 給 料 請 求 権
 船員は,労 務の提供に対する報酬 として,給 料その他の報酬請求権を有する。法律で給料
とは,船 舶所有者が船員に対 し一定の金額で定期的に支給する報酬中,基 本になる固定額を
いうものとしている(韓 船員4,日 船員4)こ こでいう固定額っまり固定給 とは,他 の手当な
どの算定の基本となる基本給を意味 し,こ れに対 して,報 酬 とは,給 料よりも広い概念であ
る。船員法では,船 員賃金の決定基準 として,船 員の給料その他の報酬は,船 員労働の特殊
性に照 らし,船 員の経験能力および職務の内容にしたがって,こ れを定めなければならない
と定めている(韓 船員58,日 船員52)。 ここでいう船員労働の特殊性 とは,船 員の生活と労働
が,海 上において,『船舶共同体』を形成 して営まれるということである(船 内拘束性,離 家
庭性,責 任の重大性など)。
 (X)給 料の支払い方法
 給料その他の報酬 は,法 令または団体協約が特別に定めるのを除いてその全額(全 額支給
の原則)を 通貨(通 貨支払いの原則)で,か っ直接船員に(直 接支払いの原則)支 払 うことを要
する(韓 船員591,日 船員53)。 しか も,大 統領令の定 める報酬を除外 した給料 その他 の報
酬は,毎 月一回以上,一 定の期 日に支給 しなければならないことになっている(韓 船員59■,
日船員53■)。 そこで,ま ず給料は通貨で支払われなければならないが,こ こでい う通貨 と
は,強 制通用力のある貨幣のことである。したがって,郵 便為替,銀 行小切手による支払い
が,通 貨払いの原則に反するか否か疑問があるが,我 が国の行政解釈では,通 貨による支払
いとは認め難いとしている(昭23・9・29海 員基143号)。 次に,現 物支給が許 されるかどう
かであるが,現 物支給は,そ れによって基本給が低 く据え置かれる危険などがあるので,船
員法では,原 則 としてこれを禁 じている。しかし,労 働協約で定めのある場合は,か かる危
険性もないので許 されるものである。さらに,船 員の給料その他の報酬が,船 内において支
給されるときは,船 長はやむを得ない事由のある場合を除き,直 接海員に手渡さなければな
らない。もちろん,や むを得ない事由があるときは,他 の職員を経て支給 しても差 し支えな
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い(韓 船員61,日 船員55)。 ここでいう,や むを得ない事由とは,事 務上の便宜性を考慮 して
判断すべきであろう。この直接手渡 しに違反 したときは罰金の制裁がある(韓 船員1381,
日船員126)。
 (2)家 族渡および期日前の支払い
 船員 は家族を離れ,長 期の航海に従事することが多いため,家 族の心配をしないで職務に
専念できるように,家 族渡を認めている。すなわち,船 舶所有者は,船 員か ら請求があった
ときは,船 員に支給すべき給料その他の報酬を,そ の同居の親族または船員の収入によって
生計を維持するものに支給 しなければならないと定めている(韓 船員62,日 船員56)。 この規
定は,船 員法59条 の直接支払の原則に対する例外規定である。次に,給 料の支払 いにつ い
ては,船 舶所有者は船員に対 して毎月一回以上,一 定の期 日に支給 されなければな らない
(韓船員59豆,日 船員5311)。 反面,船 員も所定期日前には,支 払いの請求が出来ないのが原
則である。ところが,一 定の事由が発生 した場合には,非 常時払いの制度を認めている。す
なわち,船 員が解雇または退職 したとき,そ の他不時の出費を必要 とする場合には,船 舶所
有者は,支 払い期 日前においても,船 員が職務 に従事 した日数 に応 じ,給 料のその他の報酬




 船員の賃金体系として,歩 合による賃金制度,い わゆる歩合給制度は現在 もなお行われて
いる。この歩合給制をとると,全 く労働の成果がないときには,船 員は無収入 となる危険性
がある。そこで,船 員法では,船 員の報酬が比率(歩 合)に より支給される場合においては,
その比率により受けた額が,労 働契約に定める一定額に達 しないときでも,そ の報酬額は,
一定の額を下がることは出来ない(韓 船員641 ,日 船員58)と 定め,船 員の最低限度 の生活
を保障することにしている。一定額にっいては,な ん らの規定もないが,地 域的 ・時間的配
慮を加えて,具 体的に判断すべきであろう。
 (4)傷 病中の給料請求権
 船員が負傷または疾病により,,職務に従事で きない期間について も,雇 入契約存続中は,
給料および大統領の定める手当を請求することができる。ただし,そ の負傷または疾病にっ
いて,船 員に故意または過失があったときはこの限 りではない(韓 船員63,日 船員57)。 お も
うに,船 員は,雇 入契約の存続中は在船義務があり,こ の契約が解除されない限り,船 内に
拘束されているので,た とえ,そ の間に労務を提供 しな くても,給 料の支払いを認めるのが,
船員の生活保護の上からも,き わめて必要なことである。そこで,こ のような立法政策的見
地より,本 条項 は設 けられているのであり,海 上労務 の特殊性がうかがわれる。
 (5)船 員の最低賃金の保障
 行政官庁(交 通部長官)は,必 要があると認定 したときは,大 統領令 の定 めるところによ
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り,船 員 労 働 委 員 会 の 同意 を得 て,船 員 の給 料 そ の 他 報 酬 の 最 低 額 を 定 あ る こ とが で き る
(韓船 員661,旧 日船員591)。 船 舶 所有 者 は,前 項 の規 定 に よ り最 低 額 が定 め られ た と き は,
大 統 領 令 の定 め る場 合 を除 い て,そ の全 額 に達 しな い額 の給 料 そ の他 の報 酬 で船 員 を使 用 す
る こ とを禁 じて い る(韓 船員66■,1日 日船員5911)。 こ れ は,低 賃 金 で 雇 庸 さ れ る 船 員 を 保
護 す る こ とを 目 的 とす る もの で あ る。 な お,こ の規 定 の違 反 に対 して は,懲 役 ま た は罰 金 の
制 裁 が あ る(韓 船 員137,旧 日船員130)。
  ※ オース トラ リア法(1912年,航 海 および海運 に関す る法律)で は,82条 よ り90条 にか けて,
   『賃 金に関する海員 の権利』 の条項 を置 いて いる。 まず,賃 金お よび食料 に関す る始期 と して,
   賃金 および食料 に関す る海員 の権利 は,海 員が作業を開始 した ときまたは雇入契約書 にお いて定
   め られた作業若 しくは乗船 の開始時 のいずれか早 い時 に始 まるもの とす る(同 法82条)次 に,
   海員 の賃 金に対 する先取特権 の剥奪禁止条項 を設 けて いる。す なわ ち,海 員 または見習生 は,い
   かな る雇 入契 約にあ って も,@賃 金 の回収 にっ いて の救済手段を剥奪 されることはないものとす
   る。⑤ 賃金 に関 して生 じた船舶 にっ いて の先取特権 を喪失す ることは ない もの とす る。 ◎ 船 舶
   が滅失 した場合 に賃金 に関 する権利 を放棄 して はな らない。⑥ 海難救助料 の性質 を有す る権利で
   あ って,海 員 が所有 し,ま たは取得す る ことがで きるもの を放棄 して はな らない(同 法83条)。
   また,雇 入契 約の条項 であって,こ の法律 の規定 に抵触す るもの は,す べ て,無 効 とす る(同 法
   83皿)。 さ らに,オ ース トラ リア法 では,船 舶 の滅失 または難破 による勤務終了 の場 合で も,雇
   入契約が存続 する限 り,賃 金 を受 ける資格が あることを明示す る(同 法851)。 ただ し,海 員は,
   以下 の事 由があるときは,賃 金 の支払 いを受 ける資格を有 しな い(同 法86)。@雇 入契約 の定 め
   る作業開始時 の前後 において,要 求 され たときに,違 法 に従事 しなか った期間,⑤ 適法 に拘禁 さ
   れている期間,◎ 故意 による行為 または怠慢 による疾病 また は負傷の ため,そ の職務 に従事す る
   ことができない期間が これ である。また,オ ース トラ リア法で注 目に値す るの は,運 賃 と給料 債
   権 の関係 であろ う。す なわ ち,'そ の84条 で,『 給料 に関す る権利 は,運 賃収入 のいかん によ って
   影響 されない ものとす る』 と して,海 員の給料が,運 賃収入のいかん によって影響 され ない こと
   を明文 で表現 して いることで あろ う。 この条項 は,過 去 に支配 してい た 『運賃 は給料の母である』
   (Freight is the mother of wages)と い う原則 を否認す る ものと して,海 事法史上 きわ めてT
   要 な意義 を有す るもの といえ よ う。加藤正治 『海員雇入契約の変遷 と社会政 策』(海 法 研究1巻
   所収),住 田正一 『運賃 は給料の母』(海 事大辞書上巻)111頁 。
4 有給休暇請求権
 船舶所有者は,船 員が同一船舶において,1年 間連続 して勤務(船 舶のぎ装または修繕中の
勤務を含む)に 従事 したときは,そ の1年 の経過後,1年 内に,そ の船員 に有給休暇を与え
なければならない。ただ し,船 舶が航海の途中にあるときは,当 該航海 に必要な期間,有 給
休暇を延長することができる(韓 船員81,日 船員741)。 この年次有給休暇の制度 の目的 は,
船員の労働力の維持培養 と人たるに値す る生活を確保す ることを狙いとするものである。本
来,こ の制度 は,船 舶の種類 ・大小を問わず,す べての船舶に適用 されるべきものであるが,
韓国船員法では,第1に,漁 船または帆船にっいて(861,日 船員791),第2に 船舶所有
者と同一家族のみが乗務す る船舶(86H,日 船員7911)に っいては,適 用を除外 している。
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漁船船員は,商 船船員と異なって,労 働の特異性ということを理由に適用除外されているが,
特に 「船舶」をその適用対象か ら外 していることは,日 本船員法 と異なる。
 年次有給休暇 は,船 員法上の権利として,保 障される権利であり,そ の期間中は,労 働を
した場合と同様に給料が支給されるものであるが,そ のためには以下のような発生要件を充
足 しなければならない。その第1は,同 一の船舶において勤務 したことであることである。
ここでいう同一の船舶とは,物 理的な意味の同一ではなく,同 一の事業に属す る他の船舶へ
転船 した場合でも,そ の転船の前後の勤務は,同 一の船舶において従事 したものとみなされ
る(韓 船員81豆,日 船員7411)。 第2に,1年 間連続 して勤務 したことである。 ここで いう1
年間とは,乗 船日 ・下船日を含めた365日 である。もしも,船 員の勤務が,そ の故意 ・過失
によらないで6週 間中断 した場合,そ の中断の前後の期間は,勤 務が連続 したものとみなさ
れる(韓 船員:u,日 船員74皿)。
 また,年 次有給休暇の日数は,沿 海地域 ・平水区域を航行区域 とする船舶で,国 内各港聞
のみを航海するものに乗務す る船員 と,そ れ以外の船舶に乗務する船員とに区別 している。
後者 については,連 続勤務1年 について,25日 とし,連 続勤務3ケ 月を増す ごとに2日 を
追加する(日 本では5日)。 前者にっいては,連 続勤務1年 にっいて,12日 とし,連 続勤務3
ケ月を増す ごとに2日 を加えることにしている(韓 船員821・ ■日船員751・ 皿)。このよう
な区別をしているのは,前 者の船舶 に乗 り組む船員は,航 洋船に乗 り組む船員に比べて,休
養で きる機会が多 いので,有 給休暇の基礎日数を航洋船の半分に定めているのである。なお,
船舶所有者が,船 員に日曜日,法 定公休日,慣 習による休日,ま たはこれにみなされる休日
は,有 給休暇の日数 に算入 しない。負傷または疾病によって,勤 務に従事 しなかった日数 も
同様である(韓 船舶83,日 船員76)。 有給休暇の付与時期および港にっいては,船 舶所有者 と
船員 との協議 によって定める(韓 船員84,日 船員77)。 また,船 舶所有者 は,有 給休暇中,船
員に俸給ならびに大統領の定める手当および食費を支給 しなければならない(韓 船員85,日
船員78)と 命 じている。この規定 は,有 給休暇の目的が完全 に達成 されるように,船 舶所有
者の有給休暇付与義務の効果を実質的に確保 しようとしたものにほかな らない。有給休暇制
度で立法上問題 となるのは,第1に,有 給休暇買上げの点であるが,韓 国船員法では,こ れ
を認 めていない。第2に,船 員が有給休暇のために下船 し,休 暇中の滞在地まで帰 るのに必
要な旅費の支給を認めるかであるが,こ れにっいて も韓国船員法は,立 法上の明文を設 けて
いない。今後の課題であるといえよう。
  ※ 韓国船員法では,船 舶所有者は,有 給休暇を請求することができる船員が,有 給休暇を付与さ
   れる前に解雇され,ま たは退職したときは,そ の者に付与すべき有給休暇の日数に従い,俸 給,
   手当および食費を支給することを命じている(韓 船員83皿,日 船員78)。 この有給休暇は,債
   権であるか否か説が分かれているが,船 員は,労 働契約上の債権として,有 給休暇請求権を有す
   るものと解される。このように有給休暇請求権は,船 員の債権であるから,船員がこれを行使 し
   ないことも自由である。この場合には,117条(韓 船員124)の 時効の規定を受けることになる。
   問題なのは,こ の有給休暇請求権を放棄することができるかどうかである。通説によると,船 員
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  は有給休暇請求権を放棄することができないと解されている。したがって,船 員が有給休暇請求
 権を放棄しても,船舶所有者の義務は消滅するものではない(昭 和23・9・27海 員基第1443
 号)。住田正二 「船員法の研究」221頁以下参照。
5 災害補償請求権
 船員の災害補償 とは,業 務上の災害に対する船舶所有者の扶助義務である。船員の災害補
償制度は,各 国にみられるところであるが,船 舶所有者の負う,こ の災害補償の法的性質は,
私法的な損害賠償請求権ではなく,社 会法的性格をもっ公法的補償として理解すべきであろ
う。ところで,船 舶所有者の負担する災害補償義務には,次 のものがある。
 (1)療 養 補 償
 船員が職務上負傷 し,ま たは疾病にかかったときは,船 舶所有者 は,そ の負傷または疾病
が治癒することができるときまで,そ の費用で療養をさせるか,療 養に必要な費用を支給 し
なければならない(韓 船員941,日 船員891)。 また,船 員が乗船契約の存続中,職 務外で
負傷 し,ま たは疾病にかかったときは,船 舶所有者 は,3ケ 月の範囲内において,そ の費用
で療養をさせてやり,ま たは療養に必要な費用を支給することになっている。もとより,そ
の負傷または疾病が,船 員の故意または重大な過失があったときは,船 舶所有者 は,こ れに
対する補償の義務を負 うものではない(韓 船員941・H,日 船員891・ ■)。このように船員
法では,療 養補償義務にっいて,こ れを職務上 と職務外 とに区別 し,職 務上の場合には,乗
船契約の存続中たることを必要としない療養義務を課するとともに,負 傷 ・疾病の原因にっ
いて,船 員の故意 ・過失を問 うものではない。これに対 して,職 務外の場合には,乗 船契約
存続中に発生 したものに限定 し,療 養期間を3ケ 月の範囲に限定 し,か っ船員の故意 ・過失
によるものを除外することにしていることを注目すべきであろう。なお,職 務外の災害 にっ
いてまで,船 舶所有者に療養の義務を負担 させているのは,船 員の乗船中はある意味におい
て,乗 組員保護の立場か ら,職 務上 ともいえるからである。さらに療養の範囲にっいては,
争いを防 ぐために,法 定を している。すなわち,診 察,薬 剤または治療材料の供給,手 術そ
の他の治療,病 院 ・診療所その他治療に必要な自宅以外への場所への収容(食 料の供給を含
む),看 護,移 送である(韓 船員95,日 船員90)。
 (2)疾 病手当 ・予後手当
 船員が職務上負をし,ま たは疾病にかかったときは,船 舶所有者は,2ケ 月の範囲内にお
いて,そ の負傷または疾病が治癒す るときまで,毎 月1回,月 俸給額に相当する額の疾病手
当を支給 し,そ の2ケ 月が経過 しても,そ の負傷または疾病が治癒 しないときは,そ の治癒
するときまで毎月1回,月 俸給額の100分 の60に 相当する額の傷病手当を支給 しなければ
な らない(韓 船員961,日 船員911)。 もちろん,船 員に負傷または疾病 にっいて,故 意 ま
たは重過失があったときは除外される(韓 船員9611,日 船員91皿)。 いま韓国船員法 と日本
船員法 とを比較するとき,日 本船員法では,「4ケ 月の範囲内」としているのに.韓 国船員
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法では 「2ケ月の範囲内」としていること,ま た日本船員法では,船 舶所有者は,船 員の負
傷または疾病がなおった後,遅 滞なく標準報酬の月額の100分 の60に 相当する額 の予後手
当を支払 うことになっているが(日 船員9111),韓 国船員法では,こ の予後手当 に関す る条
項を設 けていない。
 (3)障 害 手 当
 船員の職務上の負傷または疾病が治癒 した後においても,な おもその船員の身体に障害が
あるときは,船 舶所有者 は治癒 した後,直 ちに大統領の定めるところにより,障 害手当を支
給 しなければならない(韓 船員97,日 船員92)。 障害手当の支給要件 としては,第1に,船 員
の身体に障害が存すること,第2に,船 員に故意または重過失の存 しないことである(韓 船
員97但,日 船員92但)。
 (4)遺 族 手 当
 船員が職務上死亡 したとき,即 時に,大 統領令の定める遺族に年俸給額の36ケ 月分に相
当する額の遺族手当を支給 しなければならない。このことは,船 員が職務上の負傷または疾
病により死亡 したときも同様である(韓 船員981,日 船員93)。 韓国船員法では,船 員が乗
船中死亡 したときは,遺 族手当を支払 うことになっている。 もとより船員に故意または重過
失があったときは適用除外としているが(韓 船員':1),こ の規定 は,日 本船員法 にはみか
けない。
 (5)葬  祭  料
 船員が,職 務上または職務上の負傷 ・疾病によって死亡 したときは,船 舶所有者 は,、遺族
でその葬儀を行なう者に対 して,月 俸給額の3ケ 月分に相当する額の葬祭費を支払わなけれ
ばな らない(韓 船員99/1,日 船員94)。
 (6)行 方 不 明 手 当
 海上労働の特殊性 にもとついて,行 方不明手当の制度が設けられている。すなわち,船 舶
所有者は,船 員が海上 において,行 方不明になったときは,3ケ 月の範囲において,行 方不
明の期間中毎月1回,大 統領令の定める被扶養者 に対 し,月 俸給に相当する行方不明手当を
支給することになっている(韓 船員99/2,日 船員92/2)。 この行方不明手当が支給 され る
要件 としては,船 員が職務上行方不明になった場合に限 られる。
 (7)失 業 手 当
 船舶所有者は,第45条(船 舶の沈没 ・滅失等)の 規定により,乗 船契約が終了 したときは,
2ケ 月の範囲内において,船 員の失業期間中,毎 月1回 その失業日数にしたがって,俸 給額
に相当す る額の失業手当を支払わなければならない(韓 船員51,日 船員45)。 これは,船 員 の
責に帰すべか らざる事由によって,乗 船契約が終了 した船員に対する保護約款であって,こ
の手当は,解 雇による失業補償の性質 と慰労金的性質を有するものである。
 (8)雇 止 手 当
 船舶所有者は,船 員法52条 の規定により,同 条所定の原因によって,乗 船契約が解除ま
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たは終了となったときは,即 時に雇止手当を支払わなければならない(韓 船員砿 日船員46)。
韓国船員法が日本船員法 と異なるところは,雇 止手当の額が,一 律ではなく,継 続勤労年数
が1年 以下のときは,20日 分の額 それが1年 以上の船員にっいては,30日 分 の額 として
いる点である(韓 船員52,日 船員46)。
 (9)災 害補償 と他の給付 との関係
 災害補償を受けようとする者が,そ の災害補償を受けることができる同「の事由により,
民法その他の法令による,災 害補償に相当する給付を受けることができるときは,そ の金額
の限度内において,災 害補償の責任を免れる(韓 船員100,日 船員95)。 韓国船員法では,日
本船員法 と異なり,本 法による災害補償を受けたならば,民 法による損害賠償の責任が免除
されることを明示 していることであろう。
 ㈹ 災害補償に関する異議 と審査 ・仲裁
 職務上の負傷,疾 病または死亡の認定,療 養の方法,災 害補償の金額の決定,そ の他災害
補償の実施に関して異議のある者は,海 運官庁に対 し,審 査または事件の仲裁を請求するこ
とができる(韓 船員101,日 船員96)。 請求があれば,管 海官庁 は1ケ 月以内に審査または事
件の仲裁をしなければならない(韓 船員101H)。 もしも,そ の期聞内に審査または仲裁が行
なわれず,ま たは審査 もしくは仲裁の結果に不服がある者は,船 員労働委員会に対 して,審
査または仲裁をもとめる道 も開かれている(韓 船員102)。 ここで注意 したいことは,第1に,
船員の船舶所有者に対する災害補償の債権は,2年 の短期消滅時効 としている(韓 船員124,
日船員117)。 そこで,船 員法では,審 査 ・仲裁の申立 または職権による審査 ・仲裁の開始は,
これを裁判上の請求 とみなして,時 効中断の効力を認めている(韓 船員1011V,日 船員96)。
第2に,災 害補償に関する事項に関 して,民 事訴訟を提起するには,そ の前提条件 として,
船員労働委員会の審査または仲裁を経ておくことが必要である(韓 船員103)。 第3に,船 舶
所有者は,法 律に定める船員に対する損害補償の完全な履行をすることができるように,大
統領令の定めるところにより,船 舶所有者責任保険に加入 しなければならないことになって
いる(韓 船員128/3)。 第4に,失 業手当,退 職手当,送 還の費用または損害補償を受ける権
利は,こ れを譲渡 し,ま たは押収をすることができない(韓 船員123,日 船員115)。
 qD付 加金支払請求権
 船舶所有者は,失 業手当,退 職手当,送 還手当,法 定の給料その他報酬の最低額と契約所
定の報酬額 との差額 ・時間外手当または有給休暇中の報酬に関する規定に違反 したときは,
未払金額に相当する額の付加金を支払 うことを要 し,船 員は,違 反のときから2年 以内に,
訴えをもって,裁 判所に付加金の支払を船舶所有者に請求することができる(韓 船員1271・
∬,日船員116)。 ここでいう付加金 とは,上 記の金額を支払わないときは,未 払金のほかに,
これと同一額(未 払金の倍額)の 支払を裁判所が命ずるものである。付加金は,い わゆ る罰
金的な性格を有するものといえよう。
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※ オース トラ リア法(1912年,航 海お よび海運 に関す る法 律)で は,第16節 「海 員 の保護 」
 (139～148),第17節 「死亡海員 の財産」(149～160),第18節 「海員 の家族 の救済」(161～162),
第19節 「窮乏海員」(163)に わ たり,海 員保護 に関す る条項 を設 けている。 すなわ ち,海 員 は
 裁判を提起す るために上陸許可 を要求で きる(139)。 海員 の所持品 は不法 に留置 できない(143)。
 オース トラ リア内の港 の出港前 ・入港後24時 間以 内は,海 員 に対 して,宿 泊 を勧 誘 して は な ら
 ない(144)。 海員 は,連 邦裁判所 または州裁判所 において,陪 審員 となるべ き義務 が免除 され る
 (147)。 海員 が船舶 の航海中,死 亡 したときは,船 長 は船 内にある海員 の金銭 お よ び所 持 品 を保
 管 しなければな らない(150)。 海員 が,船 舶 とともに行方不 明 とな った ときは,主 務大 臣は,裁
 判所 において賃金 を回収 す ることがで きる(154)。 海員が,航 海 のため不 在中,そ の妻また は子
 (実子 ・継子 のいかんを問わない)が,困 窮者救 済のための公共 団体 また は公共 施設 の救 済 を受
 けるよ うにな った ときは,当 該団体 または当該施設 は,航 海中に得 た海員 の賃 金の中か ら,海 員
 の不在 中その家族 の全員または一 員た る者 を扶養す るため,適 正 に費や された金額の償還を受 け
 る資格 を有 す る(韓 船員161)。 なお シンガポール法(1970,商 船法)で は,船 舶 の船長 また は
 船員 もしくは見習が,船 内勤務 中負傷また は損傷を受 け,ま た は故意 もしくは過失 また は不 品行
 によ らない病 気 にかか った ときは,必 要な外科的お よび内科的相談,看 護お よび医薬品 を支 給 す
 る経 費な どは,す べて賃金か らの控除な しに,船 舶所有者 によって支払われ るの と してい(107)。
 藤崎道好 「船員法総論」351頁 以下,別 所成紀 「海事法規解説」156頁,三 浦 悦 四郎 編 「船 員 法
 解釈例総 覧」279頁 以下参照。
6 送 還 請 求 権
 送還(repatriation)と は,雇 入契約の終了 した船員を,船 舶所有者が自己の費用で,あ
る場所へ送 り届けることをいう。この点,韓 国船員法53条 でも,「船員にっいて,居 住地 ま
たは雇用契約当時の場所で,船 舶契約が終了 したときは,船 舶所有者は,そ の費用で,雇 用
港または船員が希望す る地まで,そ の船員を送還 しなければならない」(日 船員47)と 明示
している。韓国船員法では明文がないが,日 本船員法47条 但書では,「送還に代えてその費
用を支払 うことができる」旨を明らかにしている。送還制度を設 けた理由は,雇 入港外 こと
に外国において,雇 止その他の雇入契約の終了があった場合に,無 資力の船員を雇入港外に
遺棄す ることを避 けることにあった。このように,船 員の無賃送還の請求権は,も っぱら船
員の利益のために,法 律上認め られた雇入契約上の権利であって,恩 恵的なものと解すべき
ではない。このことか らも送還という制度は,海 上労働関係の特殊性にもとつ く船舶所有者
の義務 とでもいえよう。
 韓国船員法53条 によれば,各 号に該当 した場合,船 舶所有者は,船 員を送還 しな ければ
ならないことになっている。その送還原因としては,第1に,船 舶が沈没 ・滅失 し,ま たは
まった く運航にたえなくなったために乗船契約が終了 したとき(45),第2に,船 員が著 し
く職務 に不適当であるか,ま たは船員働委員会の認定を得て,船 舶所有者が乗船契約を解除
したとき(46① ⑥),第3に,船 員が負傷 ・疾病のため職務にたえられな くなった場合 に,
船舶所有者または船員が乗船契約を解除したとき(46⑤,471③),第4に,船 舶が乗船契
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約の成立時における国籍を喪失 したとき,ま たは乗船契約により定められた労働条件 と事実
とが著 しく違 ったとき,船 員が乗船契約を解除 した場合(47① ・②),第5に,契 約の定め
のない乗船契約の場合に,船 舶所有者が24時 間以上の期限を定めて,書 面で解約 の申 し入
れを し,そ の期間が満了 したとき(48),第6に,船 舶所有者の変更 があ って,船 員 と船舶
所有者との間に存続する雇入契約を船員が解除したとき(4811),第7に,乗 船契約が期間
の満了により船員の本国地以外の地で終了したとき(53⑦),第8に,船 員の健康証明書を
受け取ることができないため,乗 船契約が解除されたとき(53⑧)で ある。韓国船員法 によ
ると,船 舶所有者は,53条 各号に該当する事由が発生 した場合には,船 員を送還 しなけれ
ばならないが,こ れ らの場合,い ずれも船員の責に帰すべき事由なくして,契 約が解除 ・終
了 となった場合である。 したがって,船 員の責に帰すべき事由によって,雇 入契約が終了 し
た場合には,船 舶所有者は,送 還の義務を負うものではない。ところで,こ の点問題 となる
のは,船 員法53条(日 船員47)に 列挙されている事項が,限 定列挙であるか,そ れとも例
示列挙であるかということであろう。わが国の通説 によれば,限 定列挙説をとり,船 員はこ
れを拡張 して,送 還を請求することを否定 している。
 次に船員の送還地が問題となる。いうまでもなく,送 還の法的性質は,原 状回復であるの
で,雇 入港まで送還すればよいのであるが,送 還される船員にとって,か ならず しも,雇 入
港への送還が適切であるとは,い いがたい。そこで,船 員法では,送 還に要する費用の範囲
内で送還できる場合には,「船員の希望地」に送還できることになっている(韓 船員531,
日船員47)。 さらに,船 舶所有者が負担す る送還費用の範囲については,明 文を設けている。
すなわち,第1に,乗 船契約終了時から出発時までの宿泊費および食費である。第2に,出
発地から送還地までの運送費 ・宿泊費 ・食費である(韓 船員54,日 船員48)。 これらの費用は,
いずれも実費であるが,具 体的な額は,船 員の地位を参酌 し,海 運慣習によって定まるであ
ろう。また,船 舶所有者は,船 員の運送に必要な日数に応 じ,俸 給額に相当する額の送還手
当を支給する義務が課されている(韓 船員55,日 船員49)。
  ※ カナダ法(1934,海 運に関する法律)で は,海 員は合理的な経路において,適 当な
  送還港まで送還されることができる(3101)。 ここでいう送還港 とは,海 員が乗船 し
  た港,海 員が属する国の港または海員が同意 した他の港である(309)。 オランダ商法
  443条 では,外 地で職務を終了 した船員は,無 料帰国の権利を有する。無料帰国中,
  到着地までの食料,宿 泊は船員のために用意されることを明示する。 また中華民国商
  法でも,海 員の送還にっいて,以 下のような規定を設けている。すなわち,「 船長 は,
  海員が雇入地以外の港において,解 雇されたときは,そ の事由のいかんにかかわ らず,
  原乗船港まで海員を送還 しなければならない。負傷または疾病により,上 陸 したとき
   も同様 とする。前項の原乗船港までの送還義務は,送 還,居 住,食 料 その他にっ き必
  要な費用の負担義務をも含むものとする」(旧法65,新 法61)。 各国船員法のなかで,
  最 も詳細な規定を設けているのは,イ タリア航海法(1942)で あろう。
  P.Manca, The Italian Code of Navigation,1969. p.129.
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7 食 料 請 求 権
 船員 に対する食料の供給は,船 員の健康保持のため,給 料以外に船舶所有者がこれを負担
することが,海 事慣習として,夙 に認められてきた。既に,中 世期の海法あたりでも,船 主
がその雇用する乗組員に対 して,食 料を支給する義務制が確認 されている。韓国船員法87
条で も,「船舶所有者は,船 員の乗務中,交 通部令の定めるところにより,こ れに食料品 を
給付 しなければならない」 ことを定めている(日 船員801)。 また,そ の違反には,6ケ 月
以下の懲役または10万 ウォン以下の罰金的な制裁がある(韓 船員137)。 ここでいう,「 乗務
中」とは,も とより航海中とは同一ではなく,船 員が乗船 し,航 海,荷 役,船 舶保全その他
の船務に従事す る期間中と解すべきであろう。 したがって,た とえ雇入契約(乗 船契約)期
間中であっても,船 務に従事中と称することができないときは,食 料供給の義務がないが,
反対に航海中,雇 入契約が終了 しても,そ の契約が延長され,船 務に従事する場合には,も
ちろん食料を支給 しなければな らない。なお,食 料の意味であるが,飲 料をも含む と解 され
ている。ただ し,酒 類は除外されている。では,ど の程度の食料を支給すべきであるかは,
かならず しも一様ではない。海員の保健を維持できる必要程度のものを支給すべきであるが,
現実には,海 員の地位,船 舶の種類,航 海の遠近等によって異なってくる。
 韓国船員法によると,遠 洋区域 もしくは近海区域をその航海区域 とす る船舶で,総 トン数
500ト ン以上のもの,ま たは大統領令の定める漁船に乗務する船員に供給する食料品 は,海
運官庁の定める食料品表によらなければならない旨を明示 している(日 船員80∬)。 特に大
型船舶に乗 り組んでいる船員は,長 期の航海に従事す るものであるから,小 型船 に乗 り組ん
だ船員に比較 して,一 層の保護が必要であるので,上 記のような規定が置かれたのである。
日本の船員法では,総 トン数700ト ン以上の船舶 としているのに対 して,韓 国船員法では,
500ト ン以上の船舶としている点が異なる。では,も しも法定の基準に達 しない食料 が支給
された場合には,第1に,刑 罰的制裁が科される(137)。 第2に,船 員に申告制度を設 けて
いる。すなわち,船 員は,船 舶所有者がこの法律またはこの法律により発する命令に違反す
る事実あるときは,大 統領令の定めるところにより,海 運官庁,船 員労働監督官,ま たは船
員労働委員会にその事実を申告することができる(韓 船員1171,日 船員1121)。 また,船
員がこの申告をしたことを理由として,そ の船員を解雇 したり,ま たはその船員に対 して,
不利益な処遇をすることを禁 じている(韓 船員11711,日 船員11211)。
※ オース トラ リア法(1912,航 海 および海運 に関す る法律)で も,オ ース トラ リアにて登録 され
 た船舶 または沿岸貿易 に従事 す る船舶 であ って,こ の法律 によ りその乗 組員 と雇入契約 を締 結 す
 ることが要求 され る船 舶の船長 は,各 乗組 員に,当 該船舶に適用 され る別表第3に 掲 げる基 準 ま
 たは別 に定 める基準 に したが って,食 料 を支給 しな ければな らない としてい る(117)。 海員 に支
 給す る食料 の法定基準を定めてい る。 この食料表 は,海 員 に与え られ るべ き食料,飲 料 の最 小 限
 を要求 す るものであ るか ら,こ れ以上の ものを支給す ることは当然許 され る(ド イ ッ船 員法39
 】1参照)。 なお,国 によって は,食 料 ・飲料 に関す る不服 申立制度 を明文 化 して い る ところ もあ
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  る。すなわ ち,オ ース トラ リア法で は,船 舶の乗組員3名 以上 の者 は,食 料 また は飲料水 が,品
  質不良 ・数量不足であ ると思 うときは,監 督官 に不服の申立 てをす るこ とがで きる(1161)。
  カナダ法(1934,海 運 に関す る法律)228条 も同趣旨の ことを明示す る。 デ ンマーク船員法 では,
  船長が海員 に対 して,相 当 の食料 を供給 しなか ったときは,海 員が雇止を請求で きることを定 め
  て いる(39)。 シンガポール法(1970.商 船法)で も,英 国船舶の3人 以 上 の乗組 員 が,常 時乗
  組員用食料 または水が悪質 で,使 用上不適当で,ま たは量的 に不足 して いると考え たときは,乗
  組員 は,監 督官 または港湾保健官 にこの 旨の苦情を申出 ることがで きる(100)。 なお,船 員 の食
  料請求権 は放棄で きるか否か問題が あるが,有 力説 はこれを否定す る。山戸 嘉一 「船員 法」149
  頁,加 藤正治 「海商法講義」146頁 参照。
皿 ま と め
 以上,概 略なが ら,韓 国船員にっいて触れてきたが,一 般的にいえることは,韓 国船員法
が立法史的にみて,日 本の現行船員法ときわめて酷似 しており,日 本法の継受法的な性格を
具有 していることを指摘することができる。次に,わ が国の船員法と異なるところは,既 述
のように,第1条 に目的条項 として,船 員法の立法精神を謳い上げていることであろう。 こ
れは,韓 国船員法のもっ独特の立法形式であり,各 国の船員法にも,ほ とんど例のないとこ
ろである。なお,今 日船員法の研究で不可欠なことは,便 宜置船籍との関連であろう。航海
の安全,乗 組員の資格 労働条件の改善など海上労働の変化 にともない,韓 国船員法を含め
てのアジァ船員法の検討が,重 要な課題となっていることを指摘 しておきたい。
